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ま え が き 

 
近年、ICT （Information and Communication Technology）技術が広まり、水産業でもタブレット

端末を活用した「マナマコ資源管理支援システム」1)やリアルタイムで漁場環境情報を発信する

「海ナビ@あおもり」2)等の活用事例が報告されている。当センターでも ICT 技術を活用し、複

数の情報を一元的に管理する操業支援システムを構築しており、その仕様についても報告されて

いる 3)。 
本研究では、福島県で実施している操業支援システムの具体的な機能および利便性を評価する

ため、沖合底びき網漁業におけるタブレット端末を活用した操業情報のデータベース化（以下、

デジタル操業日誌）と、従来の紙媒体の操業日誌による操業情報のデータベース化を比較して、

その有用性を検討することを目的とした。 
 

材料および方法 

 
 紙媒体の操業日誌を使用している沖合底びき網漁船 2 隻にデジタル操業日誌を導入し、漁業者

および研究機関における有用性を比較した。 
デジタル操業日誌は、GPS プロッターから位置情報を、漁網に設置した水温計から曳網時の水

温情報を自動で収集し、漁業者が入力する操業回数、操業時刻、魚種別漁獲量の情報と合わせて、

自動で専用サーバに送信するシステムであり（図 1）、専用サーバには漁獲情報、位置情報、水

温情報が表示される仕様である（図 2）。一方、紙媒体の操業日誌は、天候や出港日時、操業位

置、操業時刻、魚種別漁獲量をすべて手書きで記載する仕様である（図 3）。 
それぞれにおける操業情報のデータベース構築に要する時間を比較するため、図 4 のように工

程を整理した。このうち、工程フローの①～③を「データ収集作業」、④、⑤を「データベース

構築作業」と分類し、1 隻 1 操業分のそれぞれに要する時間を把握した。 
また、デジタル操業日誌を導入した 20 代 1 名、60 代 1 名の漁業者から使用した感想について

聞き取り調査を行い、その利便性を評価した。 
 
 

 

＊福島県内水面水産試験場 
＊＊退職 
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図 1 デジタル操業日誌の概要 
 

 
図 2 専用サーバに収集されたデジタル操業日誌のデータ 
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図 3 紙媒体に記入された操業日誌の一例 

 

 
図 4 操業情報のデータベース構築までの工程フロー 

 
結 果 

 
 デジタル操業日誌および紙媒体による操業日誌の各作業に要した時間を表 1 に示す。デジタル

操業日誌のデータ収集作業は大半が操業当日に完了した。通信状況等により操業当日に専用サー

バに電子ファイルが自動送信できなかったことがあったが、その場合、操業翌日に前回操業分と

操業翌日分が専用サーバにそれぞれ自動送信されたことでデータ収集作業が完了した。データベ

ース構築作業は、専用サーバに収集された電子データを貼り付けすることで完了し、エラーチェ
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ックを含め、要した作業時間は 30 分程度であった。 
紙媒体による操業日誌のデータ収集作業は 1 か月以上時間を要した。これは、各漁業協同組合

が操業日誌を操業記録として月単位で集約、保管しており、集約後に拝借して原本をコピーする

ためであった。また、データベース構築作業は、位置情報をロランまたは日本測地系から世界測

地系へ、魚種の名称を地方名から標準和名へ変換し、全ての情報を手入力することから、エラー

チェックを含め、半日以上を要した。 
 

表 1 デジタル操業日誌および紙媒体による操業日誌のデータベース化作業時間 
（1 隻 1 操業あたりに要した時間） 

データ収集作業
（工程フロー①～③）

データベース構築作業
（工程フロー④、⑤）

デジタル操業日誌
操業当日

または操業翌日
（前回操業分と合わせて収集）

30分

紙媒体による
操業日誌

1か月以上 半日以上

 
 
 デジタル操業日誌に対する聞き取り調査の結果を表 2 に示す。メリットとして 2 名とも曳網時

の水温情報を把握できること、タブレット端末で蓄積した過去の操業情報を瞬時に確認できるこ

と、後継者に引継ぎしやすいことを挙げていた。また、20 代の漁業者は、先代から船頭を引き継

いだばかりであり、プロッターの航跡しかなく漁獲状況が分からなったが、デジタル操業日誌の

導入により自分自身の操業記録になり、勉強できることを挙げていた。デメリットとして操作が

難しいこと、タブレット端末や水温計等の機器が故障した場合の不安、従来の紙媒体による操業

日誌の方が速く記載できることを挙げていた。 
 

表 2 聞き取り調査結果 

 



- 41 - 
 

考 察 
 
デジタル操業日誌の活用により、紙媒体による操業日誌と比較して、研究機関におけるデータ

ベース構築までの時間を大幅に短縮できることが確認された。時間短縮の要因としては、物理的

に日誌を回収する手間が省けたこと、データベースへの手入力作業が減少したこと、エラーチェ

ックが簡素化されたこと、位置情報、魚種名の変換作業が省略されたことが挙げられる。また、

紙媒体による操業日誌で行っていた位置情報のロランまたは日本測地系からの世界測地系への変

換、魚種名の地方名から標準和名への変換といったある程度の専門的な知識を要する作業を、デ

ジタル操業日誌では省略または簡略化することができ、データベースの構築を容易なものとする

ことができた。また、当センターでは、例年、漁船から収集した操業情報をデータベースに取り

まとめた上で漁場分布等の報告 6)を行っている。デジタル操業日誌の導入が進めば、研究機関に

おける漁場分布等の取りまとめ作業についてもより簡略化でき、これまでよりも迅速な情報提供

を行うことが可能となるだろう。 
さらに、デジタル操業日誌では曳網時に水温の記録が可能となったため、資源評価の高度化や

漁獲操業の効率化の推進に貢献することが期待できる。早乙女ら 4)や Kurita et al 5)はアカガレイや

ヒラメの生息域と底水温の関係について報告しており、継続した水温情報の収集は、水産重要種

の移動や回遊といった生態学的知見の解明にも寄与するものと考えられる。現時点では曳網時の

水温情報や漁場分布等をリアルタイムで共有することは難しいものの、今後、専用サーバ内に自

動化システムの導入を進め、これらの情報が即時的に並列化できるようになれば、水産資源の管

理、評価に関する研究をさらに効率的に行うことが可能となるだろう。さらに、漁業者において

各船で記録した情報に加えて他船の情報を共有することが可能となり、操業の効率性は格段に増

すものと思われる。現状では、未だにほとんどの漁業者が紙媒体の操業日誌を活用して操業情報

を記録しているため、デジタル操業日誌を導入した後も紙媒体による操業日誌との併用が必要と

なる。今後、漁業協同組合を通じて多くの漁業者が活用できる操業情報収集システムに改善して

いくことで、研究機関だけでなく、漁業者や漁業に関する各関係団体の作業の迅速化、効率化に

つながることが期待される。 
 デジタル操業日誌を使用した漁業者への聞き取り調査では、デメリットとして故障した際の不

安が挙げられた。実際に、水温計の電池カバーの破損により 2 週間水温情報が収集できず、開発

業者が現場を確認するまで原因が分からない事例があった。また、船内に設置した水温受信部の

ケーブルが腐蝕し、タブレット端末にデータが送信されず、その原因把握に 2 週間を要した事例

もあった。2021 年 3 月現在、デジタル操業日誌の漁船への導入は試験的に 2 隻のみであったため、

業者による原因究明と修繕対応は比較的迅速に行えたものの、対象漁船が拡大した際は、故障原

因究明の迅速化と修繕のマニュアル化が必要不可欠になるものと考えられる。 
今回、デジタル操業日誌を試験的に導入した 2 隻の漁業者からの意見聴取では、機器等に慣れ

るまで操作が難しい等の意見があったものの、操業の効率化を図る上でデジタル操業日誌による

水温情報や操業情報等のデータを蓄積するシステムについては高く評価されていた。紙媒体によ

る操業日誌では、帳票を漁業協同組合に提出してしまうため、漁業者の手元にはデータが残らな

いシステムであったが、デジタル操業日誌ではいつでも記録を再確認することができるため、独

自に操業情報を活用することが可能となる。また、両者とも後継者育成に係るツールとしての活

用方法を検討しており、これは操業支援システムを開発・構築する際の当初計画では想定してい

ない成果であった 3)。デジタル操業日誌は漁業者や各研究機関において幅広く運用されることで、

これからの福島県における水産業全体に多様な貢献をもたらすシステムになるものと期待され

る。今後、対象漁船の拡大を行う際は、操作が難しい一方で利便性が高いことを丁寧に説明する
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とともに、デジタル操業日誌の普及、実用化のため、聞き取り調査を継続して行い、そこで得た

改善点等を反映させていく必要がある。 
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要 約 
 
1. 当センターで構築した操業支援システムのうち沖合底びき網漁業におけるタブレット端末に

よる操業情報の収集について、従来の紙媒体による操業日誌と比較し、有用性を評価した。 
2. デジタル操業日誌は、これまでの紙媒体による操業日誌より、データ収集作業、データベー

ス構築作業が大幅に削減された。 
3. デジタル操業日誌は慣れるまで操作が難しいものの、曳網時の水温情報、過去の操業情報を

把握することが可能であるため利便性が高い。 
4. 後継者育成のためのツールとしても活用されており、聞き取り調査により当初計画になかっ

た将来性にも期待できる。 
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